
1 頁

そ

募委員数/市民委員が

の

参画する附属機関等委

他

員数×100

20 20

　

20 20 20 20 20

】

5 5 5

附属機関等にお

【

ける女性委員の割合 ％

協

女性委員数/附属機関

働

等委員総数×100

4

：

0 40 40 40 40 4

】

0 40

32.1 32 3

目

2.3

①：予定どおり

的

女性委員数の割合につ

・

いては、２３年度は３

目

２．３％で、２２年度

標

よりも０．３ポイント

事

程度の増となりました

業

。公募委員の人
数割合

の

が目標値の２０％を達

概

成している附属機関等

要

については、全体の４割程度にとどまっています。

Ｃ：十分に成果をあげることができなかった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

市民

種

会議・附属機関等への

類

市民参加及び女性参画

ハ

推進事業

総務部　行政

ー

総務課

00－xxxx ドxx－xx0000 ○ ソ●

11 市民と市がコミ

フ

ュニケーションを重ね

ト

、相互の信頼関係を深

根

めるために
行政改革の

拠

01 市民と市がコミュ

法

ニケーションを重ね、

令

相互の信頼関係を深め

等

るために
位置付け

02

対

多様な意見を行政運営

象

に活かすしくみ

□ □ □

・

□

市の条例案や計画案

受

等の策定に際して、多

益

様な市民意見を行政 必

者

要と認められる附属機

事

関等については委員の

業

公募を積極的に
運営に

期

反映することにより、

間

公正性や透明性が確保

委

されていま 推進します

託

（市民委員の参画がな

、

じまないものは除く）

協

。また
す。 、施策等決

働

定過程の場への女性の

【

参画機会の拡大を図る

委

ため、
附属機関等の女

託

性構成比率を高めるよ

：

うに努めます。

公募実

3

施状況等調査及び選出

セ

基準周知実施回数 回

附

ク

属機関等を所管する関

・

係課へ公募実施状況等

財

に係る調査を実施し、

団

あわせて選出基準の周

企

知・指導を
行う。

1 1

業

1 1 1 1 1

1 1 1

- -

Ｎ

- - -

市民委員が参画

Ｐ

する附属機関等におけ

Ｏ

る公募委員の割合 ％

公



2 頁

位

関等への女附属機関等

施

への女附属機関等への

策

女附属機関等への女附

へ

属機関等への女附属機

の

関等への女

性委員・公

貢

募委員性委員・公募委

献

員性委員・公募委員性

高

委員・公募委員性委員

市

・公募委員性委員・公

民

募委員性委員・公募委

満

員

の参画推進 の参画推

足

進 の参画推進 の参画推

度

進 の参画推進 の参画推

を

進 の参画推進

0 0 0 0

高

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

め

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

る

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

方

0

0 0 0 0 0 0 0

－ －

策

－

0.20 0.30 0

業

.25 0.25 0.2

有

5 0.25 0.25

0

効

.00 0.00 0.0

性

0 0.00 0.00 0

継

.00 0.00

1,6

続

72 2,478 2,0

に

26 2,004 2,0

よ

04 2,004 2,0

る

04

1,672 2,4

成

78 2,026 2,0

果

04 2,004 2,0

向

04 2,004

● ○ ○

上

○ ○ ○ ○

公募委員と女

の

性委員の選出割合の改

可

善について引き続き各

能

担当課への働きかけを

性

行うこととし、現状規

低

模での継続とします。

そ

公募委員と女性委員の

の

選出割合が、目標値に

他

届くことを目指して、

事

引き続き各担当課に働

業

きかけを行います。

引

の

き続き、公募委員と女

目

性委員の選出割合の改

的

善に向け
て、各担当課

､

への働きかけを行って

対

いく必要があると考
え

象

ます。

､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

附属機関等における公

出

募委員及び女性委員の

総

選出割合を
●□ 高めて

合

いくことは、多様な意

評

見を市政に反映させる

価

ため

□ には必要です。

市

○
■
□ 附属機関等にお

民

ける公募市民や女性委

ニ

員の割合を高める
●□

ー

ことは、市民の視点に

ズ

立ったサービスの提供

高

につなげて

■ いくため

事

には、有効な手段であ

業

ると考えます。 ○
□
■

目

「附属機関の設置及び

的

委員の選出に関する基

の

準」及び「
●

□ 附属機

達

関への女性の参画促進

成

について（指針）」に

状

基づ
○

□ き、公募市民

況

や女性委員の割合を高

必

めることは、多様な
○

要

□ 市民意見を反映させ

性

る手法として妥当です

市

。

□ 公募委員と女性委

の

員の選出割合を改善し

関

ていくための手
○

□ 法

与

については検討の余地

の

があるかと考えます。

必

○
□

●
■

公募委員につ

要

いては、それぞれの附

性

属機関における要綱等

低

により人数が規定され

事

ている例が多く、選出

そ

割合の改善については

の

こ
の要綱等の改正が必

他

要と考えられます。

附

上

属機関等への女附属機



3 頁

展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

Ｃ：十分に成果をあげることができ
なかった

Ｃ：十分に成果をあげることができ
なかった

Ｃ：十分に成果をあげることができ
なかった

②：若干遅れている ①：予定どおり ①：予定どおり

女性委員数の割合については、２１ 女性委員数の割合については、２２ 女性委員数の割合については、２３
年度は３２．１％で、２０年度より 年度は３２．０％で、２１年度より 年度は３２．３％で、２２年度より
も１ポイント程度の減少となりまし も０．１ポイント程度の減少となり も０．３ポイント程度の増となり

５

ま
た。公募委員の人数

.

割合が目標値の ました

事

。公募委員の人数割合

業

が目標 した。公募委員

展

の人数割合が目標値
２

開

０％を達成している附

の

属機関等に 値の２０％

経

を達成している附属機

緯

関 の２０％を達成して

平

いる附属機関等
ついて

成

は、全体の４割程度に

2

とどま 等については、

1

全体の４割程度にと に

年

ついては、全体の４割

度

程度にとど
っています

事

。 どまっています。 ま

業

っています。

公募委員

分

については、それぞれ

平

の附 公募委員について

成

は、それぞれの附 公募

2

委員については、それ

2

ぞれの附
属機関におけ

年

る要綱等により人数が

度

属機関における要綱等

事

により人数が 属機関に

業

おける要綱等により人

分

数が
規定されている例

平

が多く、選出割合 規定

成

されている例が多く、

2

選出割合 規定されてい

3

る例が多く、選出割合

年

の改善についてはこの

度

要綱等の改正 の改善に

事

ついてはこの要綱等の

業

改正 の改善については

分

この要綱等の改正
が必

進

要と考えられます。 が

捗

必要と考えられます。

状

が必要と考えられます

況

。

現状の規模で継続 現

主

状の規模で継続 現状の

な

規模で継続

公募委員と

取

女性委員の選出割合が

組

、 公募委員と女性委員

と

の選出割合が、 公募委

成

員と女性委員の選出割

果

合が、
目標値に届くこ

検

とを目指して、引き 目

証

標値に届くことを目指

結

して、引き 目標値に届

果

くことを目指して、引

平

き
続き各担当課に働き

成

かけを行います 続き各

2

担当課に働きかけを行

3

います 続き各担当課に

年

働きかけを行います
。

度

。 。

行政改革事業 行政

へ

改革事業 行政改革事業

の



1 頁

そ

きる数は確保できまし

の

た
。

Ａ：成果があがっ

他

た

　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

21年度 平成22年度

.

平成23年度 平成24

事

年度 平成25年度 平成

業

26年度 平成27年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成21年度 平成22

付

年度 平成23年度 平成

け

24年度 平成25年度

事

平成26年度 平成27

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成21年度 平成

名

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

業

年度 平成26年度 平成

担

27年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成23年

科

度の主な取組と成果

平

目

成23年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成23年度分) 頁

住民

種

実態調査事業

企画部　

類

企画課

01－0205 ハ02－010000 ○ ー ●

11 市民と市がコミ

ド

ュニケーションを重ね

ソ

、相互の信頼関係を深

フ

めるために
行政改革の

ト

01 市民と市がコミュ

根

ニケーションを重ね、

拠

相互の信頼関係を深め

法

るために
位置付け

02

令

多様な意見を行政運営

等

に活かすしくみ

平塚市

対

住民の実態調査に関す

象

る条例

市民

□ □ □ □

住

・

民実態調査を行い、よ

受

り多くの市民意見が施

益

策に反映されて 行政の

者

効率的な運営に資する

事

ため、住民実態調査を

業

実施します
います。 。

期

調査事項の数 件

調査事

間

項として採用できた件

委

数

1 - - - -

1

市民意

託

識調査項目の割合 ％

住

、

民実態調査における市

協

民意識把握のための設

働

問数の割合

10 - - -

【

-

100

調査票の有効

委

回収率 ％

回収率は調査

託

テーマにより変動があ

：

るが、長期的には下落

3

傾向にある。このため

セ

直近５回の平均である

ク

４５．１％の維持を指

・

標とする【２３年度回

財

収率：３８．１％】

4

団

5 45 45 45

①：予

企

定どおり

調査票の設問

業

が分かり易くなるよう

Ｎ

な注釈を加えました。

Ｐ

回収率は３８．１％で

Ｏ

したが、傾向が把握で



2 頁

位

告作成・公表、内容作

施

成・公表、内容作成・

策

公表、内容作成・公表

へ

、内容

書の作成・公表

の

等・項目の検討等 ・項

貢

目の検討等 ・項目の検

献

討等 ・項目の検討等

0

高

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

市

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

民

0 0 0 0 0 0 0

1,2

満

80 0 1,197 1,

足

450 1,450 1,

度

450 1,450

1,

を

280 0 1,197 1

高

,450 1,450 1

め

,450 1,450

9

る

9.92 － 70.54

方

0.40 0.30 0.

策

55 0.55 0.55

業

0.55 0.55

0.

有

10 0.00 0.10

効

0.10 0.10 0.

性

10 0.10

3,68

継

8 2,478 4,79

続

4 4,749 4,74

に

9 4,749 4,74

よ

9

4,968 2,47

る

8 5,991 6,19

成

9 6,199 6,19

果

9 6,199

● ○ ○ ○

向

○ ○ ○

条例の主旨をか

上

んがみ、引き続き住民

の

実態調査を継続します

可

。

設問の設計を工夫す

能

ることを重点に検討を

性

続けます。

行政の能率

低

的かつ効果的な運営を

そ

図るため、また市民意

の

識を把握して行政に反

他

映させていくためにも

事

、住民実態
調査は継続

業

していく必要があると

の

考えます。

目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平

項

成24年度 平成25年

目

度 平成26年度 平成2

分

7年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成25年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成25年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

平塚市民の実態や意識

出

を調査することによっ

総

て、市民ニ
●■ ーズを

合

把握することができま

評

す。

■ ○
□
■ 平塚市民

価

の実態や意識を調査す

市

ることによって、市民

民

の
●■ 施策に対する満

ニ

足度を把握し、その結

ー

果を施策の展開に

■ 反

ズ

映することができます

高

。 ○
□
■ 市民の実態や

事

意識を調査することは

業

、事業や施策の展開
●

目

□ に必要なものなので

的

、妥当性は高いと判断

の

します。
○

□
○

□
□ 調

達

査対象数については、

成

検討の余地があります

状

。
○

■
●

□
○

□

調査の

況

趣旨や質問内容を十分

必

理解してもらえるよう

要

、また多くの対象者に

性

回答してもらえるよう

市

、分かり易い設問内容

の

を工夫す
る必要があり

関

ます。

市民意識調査の

与

実調査内容・項目の内

の

容・項目の検討調査設

必

問の検討、調査設問の

要

検討、調査設問の検討

性

、調査設問の検討、

施

低

、結果報告書作検討 、

事

調査設問の検討実施、

そ

結果報告書実施、結果

の

報告書実施、結果報告

他

書実施、結果報告書

成

上

・公表 、実施、結果報



3 頁

展開 平成24年度への展開 平成25年度への展開

今後に向けた
課題

事業の方向性

取組方針

事業区分

※実施計画事業評価は、昨年度の事業を評価し、来年度の予算編成の参考としています。

Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった Ａ：成果があがった

②：若干遅れている ①：予定どおり ①：予定どおり

平成１９年度に策定した総合計画の 国勢調査を優先したため当初の方針 調査票の設問が分かり易くなるよう
基本目標の達成状況を確認するため どおり住民実態調査は実施しません な注釈を加えました。回収率は３８
、市民意識調査を実施しました。 でしたが、総合計画基本計画見直し ．１％でしたが、傾向が把握できる
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